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研究成果の概要（和文）： 

本研究では教育達成過程の国際比較を行うことによって、教育機会格差が生じるメカニズムの

日本的特徴を明らかにした。特に中心においたのは、PISA を用いた青尐年の学力形成に及ぼす

家庭背景の影響である。入学試験による選抜と学校の階層構造、学校外教育など異なる学校教

育システム下における家庭背景と生徒の学力形成との関係を分析した結果、日本を含めた東ア

ジアの国々は欧米諸国とは異なる教育達成過程を持つことが明らかになった。 

 
 
研究成果の概要（英文）： 

Educational attainment depends on family background deeply. In this study, we tried to 

clarify Japanese feature in educational attainment process by a comparative perspective. 

Based on PISA data sets, we analyzed influence of outside-school study efforts and of 

secondary school system on students’ academic performance. We found that East Asian 

educational systems, including entrance examinations and secondary school system, 

characterize their educational attainment process. 
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１．研究開始当初の背景 
現代社会において学校教育は、その後の社

会的・経済的な地位を決定する要因として重
要な位置を占めている。社会階層・社会移動
研究は、成人を対象とした回顧的質問から得
られたデータを用いて出身階層と到達階層
とをつなぐ学校教育の役割を検討してきた。
こうした階層研究は、回顧的データを用いる
ために学力形成（学業達成）や教育アスピレ
ーション・職業アスピレーションなど、その
後の教育達成や職業的地位達成に影響する
学校教育段階での能力や動機の形成に、出身
階層や学校教育がどのように影響している
かをとらえることが難しい。 

教育社会学の分野では、教育達成の基盤と
なる学力形成要因に注目した研究が盛んに
なりつつある。学業達成の階層差が、どのよ
うな社会的状況下で拡大・縮小するのかを明
らかにするためには、日本だけでなく、他の
社会の状況を加え、国際比較研究を進める必
要があった。 
 
 
２．研究の目的 

本研究は、PISA データを中心に、学業達
成・教育達成に及ぼす出身階層や学校教育の
影響の国際比較を行うことを目的としてい
る。PISA データは、学習到達度テストの結果
だけでなく、生徒個人に対する質問紙調査や
学校調査も含まれ、個人・学校・社会（国）
の 3水準を含むデータ構成になっている。個
人水準のデータだけでは個々の学校やそれ
ぞれの社会が持つ文脈的な効果を捉えにく
いが、PISA データを用いることにより、これ
が可能になる。本研究では多水準分析の手法
も援用して、日本と韓国・台湾との東アジア
の社会内での比較、さらにはドイツ・フラン
ス・オランダ等ヨーロッパ諸国との比較を行
う。各国の学業達成・教育達成構造の異同を
明らかにしていき、日本における学校教育と
社会的不平等の関係について新たな知見を
得ることを目的としている。 
 
 
３．研究の方法 

本研究では、国際比較を目的として実施さ
れたPISAデータを用いて学業達成に及ぼす出
身階層の影響の国際比較を行うことを第１の
目的としている。PISAでは、学習到達度テス
トの結果だけでなく、生徒個人に対する質問
紙調査、ならびに学校に対する質問紙調査か
ら構成されている。数十カ国で収集されたデ
ータには個人・学校・社会（国）の3つの水準

のデータが含まれることになり、多水準での
情報を持つ調査データになっている。PISAデ
ータを用いることにより、マクロ・レベル（国
レベル）の学校教育制度などの影響、メゾ・
レベルの学校の影響、さらにはミクロ・レベ
ルの生徒個々人に関わる出身階層や友人関
係・学習経験など影響を峻別することができ
る。本研究では、この特徴を生かして多水準
分析 (Multi-Level Analysis)の手法を適用
して、分析を行う。 
 一方、こうした学業達成の背後にありこれ
を動機づけているマクロな社会背景もあわ
せて検討する必要がある。この意味で当該社
会における大学入学者選抜の方法や労働市
場の特徴なども考慮する。また階級下降回避
という観点から教育選択構造を説明する理
論も、近年注目されている。本研究では SSM
調査等を用いて所得移動を含めた社会移動
や教育達成過程の基本的な特徴をつかむた
めの分析も併せて行う。 
 
 
４．研究成果 
(1)日本の教育達成過程の特徴  
①学業達成の規定要因分析 

日本では、学習時間に代表される「努力の
階層差」が拡大し、学業達成の階層間格差、
ひいては教育達成の階層間格差を拡大させ
る可能性が指摘されている（苅谷剛彦 2000
「学習時間の研究－努力の不平等とメリト
クラシー－」）。学習時間が出身階層と学業達
成を媒介するか否かを、PISA を用いて分析し
てみると、日本・韓国・香港・マカオという
東アジアの国･地域、それに加えてギリシ
ャ・タイなど入学試験が存在する国でこのモ
デルは適用可能で、ヨーロッパ諸国の多くに
は適用できないことが明らかになった（尾嶋
2009）。 
出身階層・学校・学業達成の関係を学校と

個人の 2 つの水準を考慮したマルチ･レベル
モデルを用いて分析すると、欧米圏の国々に
は、分離型・アラカルト型・統合型など各国
の教育システム類型に対応した3変数間の関
連構造がみられることに加えて、日本･韓国･
香港は、学校が出身階層と学業達成を媒介す
る、欧米諸国とは異なる「東アジア型」に分
類できることがわかった（多喜 2009）。さら
に 2006 年による学習時間や学校を用いたマ
ルチレベル分析によっても、学校が出身階層
と学業達成を媒介する、「東アジア型」が確
認された。 

2000 年 PISA データを用いて、親の不在（片
親家族）の問題も検討した。親の不在は経済



的な問題を通じて影響することが想定され、
母子家庭の問題が頻繁に取り上げられるが、
母不在の父子家庭の場合にも負の影響が確
認された。単に親不在が経済的な問題に還元
できないことが示され、この点は日本だけで
なくアメリカにも共通にみられた（白川
2009）。 

以上の結果は、家族構造との関係では、尐
なくともアメリカと似た学業達成への影響
があるのに対して、学校外教育も含む各国の
教育システムとの関係では、それが出身階層
と学業達成のあり方を規定し、日本は「東ア
ジア型」に分類されることを示している。 
②職業期待・教育期待の形成要因分析 

PISA は「学力」スコアを中心に置いている
が、同時に、そのほかの行動・意識・態度な
どに関する多様な指標も含んでおり、この中
で教育期待と職業期待に関する分析を行な
った。日･独･米のトラッキングに関する比較
分析では、教育期待と職業期待の両方にトラ
ッキングが影響するドイツ、どちらにも影響
しないアメリカ、さらに教育期待のみに強く
影響する日本という結果が得られた。日本の
トラッキング構造は、階層化と職業資格との
弱い結びつきという特徴を持ち、トラッキン
グの持つ構造的な影響が、独･米とは異なる
ことが明らかになった（多喜 2010）。 

また教育期待形成には、単に学業達成だけ
ではなく、同じ学業達成のもとでは家庭の経
済状況による序列的な期待形成がなされて
おり、大学教育への多くの私的負担が必要と
なる日本の状況を反映していることが明ら
かになった（白川 2010）。 

このように学業達成だけでなく、教育･職
業期待の形成においても「特殊」日本的な状
況が構造的効果を及ぼしていることが確認
された。 
(2) 学校教育と関わる構造的不平等に関す
る国際比較 
①日本とフランスに関して世代間所得移動
に関する比較分析を行い、雇用者父子間の所
得移動を両国の社会移動データを用いて明
らかにした。この結果、フランスと比較して
日本はより移動性の高い（父との関連の小さ
い、世代間の所得弾力性が低い）社会である
ことが明らかになった（Lefranc, Ojima and 
Yoshida 2008）。 

さらに自営業者も含めた日本のモデルの
精緻化を行い、これまでに研究が蓄積されて
きた他の国々と比較可能な推定を行った。そ
の結果、日本の世代間所得弾力性はかなり低
く、世代間の所得移動に関してみる限りは、
現在においても、かなり平等な国であること
が示された。 
②GoldthorpeとBreenによって提唱された教
育機会の不平等の生成理論である相対的リ
スク回避説を2005SSMデータで検討した結果、

日本においてはこうした説明が成り立ちに
くいことが明らかになった（近藤･古田 2009）。 
(3)PISA データの分析に関する支援 

PISA は独特なデータ構造を持っているた
め、複雑な計算方法が提唱されている。日本
語でのマニュアルが存在しないことがこの
データ分析の普及の妨げとなっていた。この
部分を補うため、データの構造と分析手法を
報告書で解説した。 
(4)学会誌での特集 

数理社会学会の機関誌『理論と方法』2010
年秋号において、上記の成果の一部を特集と
して報告する作業が進んでおり、現在論文が
集まり査読過程に入っており、10月には 4篇
の論文からなる特集を含んだ雑誌が公刊さ
れる予定である。 
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